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回次
第22期

第２四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自　2022年１月１日
至　2022年６月30日

自　2021年１月１日
至　2021年12月31日

営業収益 （千円） 1,552,111 2,905,953

経常利益 （千円） 57,347 219,303

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 28,694 155,188

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 45,108 161,675

純資産額 （千円） 808,863 763,755

総資産額 （千円） 1,545,648 1,502,801

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 14.60 78.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － －

自己資本比率 （％） 52.3 50.8

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 64,286 187,231

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △45,122 △83,247

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 33,702 △14,095

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 638,994 566,983

回次
第22期

第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 2.72

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．当社は、第21期第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第21期第２

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

４．当社は、2021年８月13日開催の取締役会決議により、2021年９月７日付で普通株式１株につき２株の割合で

株式分割を行っております。第21期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）

純利益を算定しております。

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告

書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との比

較分析は行っておりません。

(1）経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間における日本経済は、新型コロナウイルスワクチン追加接種の効果もあり、経済活動

の正常化が進展しつつも、足元では物価上昇やウクライナ危機、米国の金融政策、中国経済の停滞などにより景気

の先行きは引き続き不透明な状況です。

　このような経済環境のもと、当社グループは持続的な成長を実現するため、国内・海外とも、引き続きWebによ

る面談・コンサルティング等を積極的に取り入れ、メール、Web等を活用したお客様とのデジタル接点の強化を図

り、お客様の利便性向上に努めてまいりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間における営業収益は1,552,111千円、営業利益は55,172千円、経常利益は

57,347千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は28,694千円となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①　国内事業

　国内事業においては、新型コロナウイルス感染症の感染状況が縮小傾向にある中で、Web等を活用したオンライ

ン募集を活用しつつも、対面での募集も増えてまいりました。加えて、2022年10月の火災保険の改定に先駆けて、

火災保険の長期化や新規加入が促進されたことにより、損害保険を中心に販売が促進されました。また、合流候補

代理店との対話が進み、当第２四半期連結会計期間で東京東支社、福島支社の２拠点を新設いたしました。

　この結果、同事業の当第２四半期連結累計期間における営業収益は1,466,123千円、セグメント利益は46,728千

円となりました。

②　海外事業

　米国においては、新型コロナウイルス感染症の影響を受けつつも、昨年度に続き、お客様とのオンライン面談な

どで接点を強化し、損害保険を中心に売上が好調に推移いたしました。

　この結果、同事業の当第２四半期連結累計期間における営業収益は85,988千円、セグメント利益は10,619千円と

なりました。

(2）財政状態の状況

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産は1,057,974千円となり、前連結会計年度末に比べ40,487千円増

加いたしました。これは主に現金及び預金の増加72,010千円、売掛金の減少33,491千円等によるものでありま

す。固定資産は487,674千円となり、前連結会計年度末に比べ2,359千円増加いたしました。これは主に有形固定

資産の増加6,376千円、その他無形固定資産の増加9,307千円、ソフトウエアの減少10,922千円、顧客関連資産の

減少3,280千円等によるものであります。

　この結果、総資産は、1,545,648千円となり、前連結会計年度末に比べ42,847千円増加いたしました。

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債は571,356千円となり、前連結会計年度末に比べ51,125千円減少

いたしました。これは主に営業未払金の減少24,868千円、納付等に伴う未払法人税等の減少15,852千円等による

ものであります。固定負債は165,428千円となり、前連結会計年度末に比べ48,864千円増加いたしました。これは

主に新規借り入れによる長期借入金の増加52,480千円等によるものであります。

　この結果、負債合計は、736,785千円となり、前連結会計年度末に比べ2,260千円減少いたしました。

（純資産）
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　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は808,863千円となり、前連結会計年度末に比べ45,108千円増

加いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益計上による利益剰余金の増加28,694千円による

ものであります。

　この結果、自己資本比率は52.3％（前連結会計年度末は50.8％）となりました。

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、638,994千円（前連結

会計年度は566,983千円）となり、前連結会計年度末に比べて72,010千円増加いたしました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における営業活動によって獲得した資金は、64,286千円となりました。これは主に、

税金等調整前四半期純利益45,693千円の計上によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における投資活動によって使用した資金は、45,122千円となりました。これは主に、

無形固定資産の取得による支出34,361千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における財務活動によって獲得した資金は、33,702千円となりました。これは主に、

長期借入金の返済による支出59,039千円があったものの、長期借入れによる収入100,000千円があったことによる

ものであります。

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありませ

ん。

(5）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

(7）研究開発活動

　該当事項はありません。

(8）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更は

ありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,864,000

計 7,864,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年11月18日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,966,000 1,966,000 非上場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。なお、

１単元の株式数は、

100株であります。

計 1,966,000 1,966,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年４月１日～

2022年６月30日
－ 1,966,000 － 231,264 － 140,747

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号 881,500 44.84

株式会社ザ・ファーストドア 東京都港区芝四丁目５番８号 415,600 21.14

東京海上日動火災保険株式会

社
東京都千代田区大手町二丁目６番４号 196,000 9.97

川野　潤子 千葉県浦安市 66,650 3.39

一戸　敏 東京都渋谷区 44,400 2.26

髙橋　真喜子 東京都中野区 35,500 1.81

富野　喜幸 東京都杉並区 35,400 1.80

東京海上日動あんしん生命保

険株式会社
東京都千代田区大手町二丁目６番４号 35,000 1.78

篠原　敬一 神奈川県横浜市緑区 25,000 1.27

樋口　剛 神奈川県藤沢市 20,300 1.03

計 － 1,755,350 89.29

2022年６月30日現在

（注）株式会社ザ・ファーストドアは、当社代表取締役社長一戸　敏及びその親族が株式を保有する資産管理会社であ

ります。

（５）【大株主の状況】

2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,965,400 19,654

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。な

お、１単元の株式数は、

100株であります。

単元未満株式 普通株式　　　　600 － －

発行済株式総数 1,966,000 － －

総株主の議決権 － 19,654 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

　　　　　該当事項はありません。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、株式会社名古屋証券取引所の「有価証券上場規程」第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に準じて、第２四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）及び第２四半期

連結累計期間（2022年１月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監

査法人による四半期レビューを受けております。

３．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2021年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2022年６月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 566,983 638,994

売掛金 399,260 365,768

その他 51,242 53,211

流動資産合計 1,017,486 1,057,974

固定資産

有形固定資産 56,828 63,204

無形固定資産

ソフトウエア 147,350 136,428

顧客関連資産 196,775 193,494

その他 17,436 26,744

無形固定資産合計 361,561 356,666

投資その他の資産

繰延税金資産 23,542 23,792

その他 43,882 44,511

貸倒引当金 △500 △500

投資その他の資産合計 66,924 67,803

固定資産合計 485,314 487,674

資産合計 1,502,801 1,545,648

負債の部

流動負債

短期借入金 ※ 50,000 ※ 50,000

１年内返済予定の長期借入金 77,986 66,876

営業未払金 310,980 286,112

未払法人税等 36,797 20,944

保険手数料返金負債 36,031 37,136

その他 110,685 110,285

流動負債合計 622,481 571,356

固定負債

長期借入金 105,236 157,717

その他 11,327 7,711

固定負債合計 116,564 165,428

負債合計 739,045 736,785

純資産の部

株主資本

資本金 231,264 231,264

資本剰余金 140,747 140,747

利益剰余金 388,526 417,220

株主資本合計 760,538 789,232

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 3,217 19,631

その他の包括利益累計額合計 3,217 19,631

純資産合計 763,755 808,863

負債純資産合計 1,502,801 1,545,648

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年６月30日）

営業収益 1,552,111

営業費用 ※　1,496,939

営業利益 55,172

営業外収益

受取利息 19

協賛金収入 1,681

受取保険金 940

その他 339

営業外収益合計 2,980

営業外費用

支払利息 796

その他 8

営業外費用合計 804

経常利益 57,347

特別利益

固定資産売却益 704

特別利益合計 704

特別損失

固定資産除却損 10,306

リース解約損 2,052

特別損失合計 12,358

税金等調整前四半期純利益 45,693

法人税等 16,999

四半期純利益 28,694

親会社株主に帰属する四半期純利益 28,694

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年６月30日）

四半期純利益 28,694

その他の包括利益

為替換算調整勘定 16,414

その他の包括利益合計 16,414

四半期包括利益 45,108

（内訳）

　親会社株主に係る四半期包括利益 45,108

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 45,693

減価償却費 37,600

保険手数料返金負債の増減額（△は減少） 808

受取利息及び受取配当金 △28

固定資産売却損益（△は益） △704

固定資産除却損 10,306

リース解約損 2,052

為替差損益（△は益） △78

支払利息 796

売上債権の増減額（△は増加） 47,529

未払消費税等の増減額（△は減少） △23,736

営業未払金の増減額（△は減少） △41,447

未払費用の増減額（△は減少） 2,741

預り金の増減額（△は減少） 14,762

その他 △1,530

小計 94,764

利息及び配当金の受取額 28

利息の支払額 △809

法人税等の支払額 △29,696

営業活動によるキャッシュ・フロー 64,286

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △10,204

有形固定資産の売却による収入 2,460

無形固定資産の取得による支出 △34,361

長期貸付金の回収による収入 575

敷金及び保証金の差入による支出 △3,592

　投資活動によるキャッシュ・フロー △45,122

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 100,000

長期借入金の返済による支出 △59,039

リース債務の返済による支出 △7,257

　財務活動によるキャッシュ・フロー 33,702

現金及び現金同等物に係る換算差額 19,144

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 72,010

現金及び現金同等物の期首残高 566,983

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※　638,994

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

前連結会計年度

（2021年12月31日）

当第２四半期連結会計期間

（2022年６月30日）

当座貸越極度額 200,000千円 200,000千円

借入実行残高 50,000 50,000

差引額 150,000 150,000

（四半期連結貸借対照表関係）

　※　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間
（自  2022年１月１日

至  2022年６月30日）

給料及び手当 533,212千円

外交員報酬 507,881

退職給付費用 5,369

（四半期連結損益計算書関係）

※　営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

「現金及び現金同等物」の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている「現金及び預金」の金額

は一致しております。

（株主資本等関係）

当第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。
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国内事業 海外事業 合計（注）

営業収益

　保険代理店事業 1,466,123 85,988 1,552,111

　顧客との契約から生じる収益 1,466,123 85,988 1,552,111

　外部顧客への営業収益 1,466,123 85,988 1,552,111

　セグメント間の内部営業収益又は振替高 － － －

計 1,466,123 85,988 1,552,111

セグメント利益 46,728 10,619 57,347

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益 14円60銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 28,694

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円）
28,694

普通株式の期中平均株式数（株） 1,966,000

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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